
 第 100回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 
 

１ 日時 
 

令和２年 10月 16日（金） 15:30～17:30 
 

２ 場所 
 

  オンラインによる開催（厚生労働省 省議室９階） 
 

３ 議題 
 
（１）障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二十条の二第二項の規定

に基づき厚生労働大臣が定める障害者介助等助成金の額等を定める件及

び障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二十条の四第二項の規

定に基づき厚生労働大臣が定める重度障害者等通勤対策助成金の額等を

定める件の一部を改正する告示案要綱について（諮問） 
 

（２）障害者雇用・福祉連携強化ＰＴ「中間取りまとめ」について（報告） 
 

（３）今後の障害者雇用対策の検討の進め方について 
 

（４）その他 
 
 

４ 資料 
 

資料１   障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二十条の二第二項

の規定に基づき厚生労働大臣が定める障害者介助等助成金の額等

を定める件及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二

十条の四第二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める重度障害者

等通勤対策助成金の額等を定める件の一部を改正する告示案要綱 

資料２－１ 障害者雇用・福祉連携強化ＰＴについて 

資料２－２ 障害者就労支援の更なる充実・強化に向けた主な課題と今後の検

討の方向性（中間取りまとめ）概要 

資料３－１ 第 99 回障害者雇用分科会（令和２年９月 25 日）における主な意

見 

資料３－２ 今後の検討に向けた論点整理（案） 

資料３－３ 今後の検討のスケジュールについて（案） 

 

参考資料１ 労働政策審議会障害者雇用分科会委員名簿 

参考資料２ 障害者介助等助成金及び重度障害者等通勤対策助成金の拡充につ

いて 

参考資料３ 障害者就労支援の更なる充実・強化に向けた主な課題と今後の検

討の方向性（中間取りまとめ） 
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2040年を展望した社会保障・働き方改革の検討について

○ ２０４０年を見通すと、現役世代（担い手）の減少が最大の課題。一方、高齢者の「若返り」が見られ、就業も増加。今後、国民誰もが、より長く、
元気に活躍できるよう、①多様な就労・社会参加の環境整備や②健康寿命の延伸を進めるとともに、③医療・福祉サービスの改革による生産性の
向上を図りつつ、④給付と負担の見直し等による社会保障の持続可能性の確保を進めることが必要。
○ このため、｢２０４０年を展望した社会保障・働き方改革本部｣を設置するとともに、部局横断的な政策課題について、従来の所掌にとらわれること
なく取り組むためプロジェクトチームを設けて検討する。

趣旨

横断的課題に関するプロジェクトチーム

本部長 ：厚生労働大臣

本部員 ：
厚生労働事務次官、厚生労働審議官、
医務技監、その他部局長

2040年を展望した社会保障・働き方改革本部

※プロジェクトチームにおける検討を基に改革案
を審議

本部長代理 ：厚生労働副大臣
厚生労働大臣政務官

事務局長：政策統括官（総合政策担当）

①健康寿命延伸ＰT（疾病予防・介護予防に関する施策等）
主査：審議官（健康局） 副主査：審議官（保険局）、審議官、統括調整官

③医療・福祉サービス改革ＰT（ロボット、AI、ICTの実用化等）
主査：審議官（老健局） 副主査：審議官（医政局）、統括調整官

④高齢者雇用ＰT （高齢者の雇用就業機会の確保等）
主査：高齢・障害者雇用開発審議官 副主査：審議官（職業安定局）、審議官（人材開発統括官）

⑦地域共生ＰT （縦割りを超えた地域における包括的な支援体制の整備等）
主査：審議官（政策統括官（総合政策担当））
副主査：審議官（社会・援護局）、審議官（子ども家庭局）、障害保健福祉部長、審議官（老健局)

②疾病・介護予防、健康づくり実証事業推進ＰT（予防・健康づくりの実証事業）
主査：審議官（健康局） 主査代理：医療介護連携政策課長
副主査：厚生科学課長、歯科保健課長、健康課長、がん・疾病対策課長、認知症施策推進室長、老人保健課長、国民
健康保険課長、参事官（統総）

⑤就職氷河期世代活躍支援ＰT（就職氷河期世代の活躍支援）
主査：厚生労働審議官
副主査：審議官（人材開発統括官）、職業安定局長、雇用環境・均等局長、社会・援護局長、人材開発統括官、政策統
括官、審議官（統計、総合政策、政策評価担当）

⑥障害者雇用・福祉連携強化ＰT （雇用施策と福祉施策の連携等）
主査：厚生労働審議官 副主査：高齢・障害者雇用開発審議官、障害保健福祉部長

⑧賃金底上げＰT （最低賃金を含む賃金引き上げをしやすい環境の整備等）
主査：厚生労働審議官
副主査：審議官（労働基準局）、医政局長、生活衛生・食品安全審議官、労働基準局長、職業安定局長、雇用環境・均
等局長、子ども家庭局長、社会・援護局長、障害保健福祉部長、老健局長、保険局長、年金局長、人材開発統括官、
政策統括官

資料２－１



障害者雇用・福祉連携強化ＰTについて

主査 ： 厚生労働審議官 副主査 ： 職業安定局高齢・障害者雇用開発審議官、社会・援護局障害保健福祉部長

構 成

主な検討事項

・ 障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿

・ 地域の就労支援機関の連携の強化

・ 通勤支援の在り方

・ 職場等における支援の在り方

・ 障害者雇用率制度の対象障害者の範囲

・ 障害者雇用率制度における就労継続支援Ａ型事業所の雇用者の評価

・ 就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の取扱い

・ 自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保の在り方 等

※１ ＰＴでの検討状況については、適宜、社会保障審議会障害者部会及び労働政策審議会障害者雇用分科会に報告、議論

※２ 教育分野との連携については、ＰＴのもと、両省担当者間で引き続き検討を進める予定

第１ 回 令和元年７ 月2 5 日 議事：（１）今後の検討の進め方について （２）その他

第２ 回 令和元年８ 月７ 日 議事：（１）障害者雇用と福祉の連携強化に向けた検討体制の充実（案）について （２）その他

第３ 回 令和元年1 0 月２ 日 議事：関係者ヒアリング① （社会福祉法人りべるたす 理事長 伊藤佳世子氏（重度障害者の就労支援について））

第４ 回 令和元年1 0 月７ 日 議事：関係者ヒアリング② （(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構 副統括研究員 春名由一郎氏 （海外事例について）)

第５ 回 令和元年1 0 月1 8 日 議事：（１）分身ロボットカフェの視察について （２）その他

第６ 回 令和元年1 1 月1 2 日 議事：関係者ヒアリング③（公益社団法人全国脊髄損傷者連合会（代表理事 大濱 眞氏）、一般社団法人日本ＡＬＳ協会（会長 嶋守 恵之氏）

（通勤支援や職場等における支援等の在り方について））

第７ 回 令和元年1 2 月９ 日 議事：関係者ヒアリング④（社会福祉法人日本視覚障害者団体連合（会長 竹下義樹氏）（同上））

第８ 回 令和元年1 2 月９ 日 議事：関係者ヒアリング⑤（社会福祉法人日本身体障害者団体連合会（会長 阿部一彦氏）（同上））

第９ 回 令和元年1 2 月1 3 日 議事：関係者ヒアリング⑥（一般社団法人日本経済団体連合会（労働政策本部長 正木義久氏）、日本労働組合総連合会（総合労働局長 仁平章氏）（同上））

第1 0 回 令和元年1 2 月2 4 日 議事：（１）教育分野との連携について ※２ （２）その他 ※文部科学省との意見交換

第1 1 回 令 和２ 年２ 月３ 日 議事：（１）今後の障害者就労支援施策について （２）その他

第1 2 回 令和２ 年３ 月1 9 日 議事：（１）新型コロナウイルスの対応に係る障害者就労への影響等について （２）今後の障害者就労支援施策について（３）その他

第1 3 回 令和２ 年６ 月2 9 日 議事：（１）新型コロナウイルス感染症への対応について （２）今後の障害者就労支援施策について （３）その他

第1 4 回 令 和２ 年９ 月９ 日 議事：（１）今後の障害者就労支援について （２）その他

開催状況 ※1



障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）

（令和元年五月十日衆議院厚生労働委員会）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

十 労使、障害者団体等が参画して、雇用施策と福祉施策の一体的展開の推進を審議できる体制を速やかに整備し、制度の

谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置かれた現状を

解消するため、通勤に係る障害者への継続的な支援や、職場等における支援の在り方等の検討を開始すること。

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）

（令和元年六月六日参議院厚生労働委員会）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

十三、労使、障害者団体等が参画して、雇用施策と福祉施策の一体的展開の推進を審議できる体制を速やかに整備し、制度

の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置かれた現状

を解消するため、現状の把握を行うとともに、通勤に係る障害者への継続的な支援や、職場等における支援の在り方等の

検討を開始すること。



2040年を展望した社会保障・働き方改革本部 障害者雇用・福祉連携強化プロジェクトチーム

「障害者就労支援の更なる充実・強化に向けた主な課題と今後の検討の方向性」（中間取りまとめ）概要①

第１ 基本的な現状認識と今後の検討の方向性

○ 平成18年に、「就労支援」を柱のひとつとした障害者自立支援法（現・障害者総合支援法） が施行されて以降、以下の体系で就労支援を展開。
・ 雇用施策：雇用率制度と納付金制度を基軸に、ハローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターが支援を提供
・ 福祉施策：就労系障害福祉サービスとして、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、就労定着支援（平成30年４月から新設）を提供

○ 両者ともに時勢に応じた制度改正を経て、近年、障害者雇用は着実に進展し、同様に「福祉から雇用」への流れも進展。

１ 障害者就労支援施策の沿革

○ 双方に進展している障害者の就労支援であるが、その一方で、昨今、雇用・福祉施策の双方で整理・解決していくべき課題等も顕在化。

【雇用施策と福祉施策の制度が縦割りになっていること等による課題】
・ 就労能力や適性を客観的に評価し、可視化していく手法等が確立されていないため、支援の利用に当たっての判断が現場に任せられている実態。
・ 医療面や生活面の支援が必要な重度障害者等についても就労支援ニーズが増大する中で、障害者就労を支える人材その他資源が質・量ともに限定的。
・ 「制度の谷間」が生じ、十分な対応が出来ていない部分がある一方で、支援施策間の役割関係の不明確さや支援内容の重複感の指摘もある。

【就労支援ニーズの増大に対応する必要が生じてきた課題】
・ 障害者について、これまで就職や職場定着に重点が置かれてきたところ、中長期的なキャリア形成のニーズが増大。
・ 在宅就労・テレワーク・短時間勤務や雇用以外の働き方等の多様な働き方のニーズが増大。
・ 技術革新の進展や新型コロナの影響によりオンラインの就労支援やテレワーク等のニーズが増大。ウィズ・ポストコロナ時代には就労の可能性も拡大。

【現行制度が抱えている課題】
＜雇用施策に内在している課題＞
・ 障害者雇用の進展による納付金財政の逼迫、大企業や就労継続支援A型事業所等への障害者雇用調整金の上限のない支給等の課題の指摘。
・ 雇用率制度における対象障害者の範囲や在宅就業障害者支援制度等について、福祉施策との連携を進めながら検討する必要。

＜福祉施策に内在している課題＞
・ 就労移行支援について、一般就労への移行実績が未だ低調な事業所が一定数存在。
・ 就労継続支援Ａ型について、最低賃金を支払えるだけの収益をあげられる生産活動が行われておらず、経営改善が必要な事業所が全体の約７割。
・ 就労継続支援Ｂ型について、利用者の障害特性や利用ニーズが多様化している実態があり、工賃向上の取組に馴染まない利用者も増えているとの指摘。

２ 基本的な現状認識

○ 雇用・福祉施策の両者の一体的展開を推進し、効果的で、切れ目ない専門的支援体制を構築。

○ 両者が一丸となった就労支援に係る専門人材の育成・確保を推進するとともに、障害者本人や企業等からの新たな支援ニーズに対応。

○ 雇用・福祉施策双方において現行制度が抱えている課題についても、その在り方を再確認・再整理し、解消を目指して検討。

３ 今後の検討の方向性

資料２－２



「障害者就労支援の更なる充実・強化に向けた主な課題と今後の検討の方向性」（中間取りまとめ）概要②

第２ 障害者の就労支援に関する当面の方向性

（１）共通のプラットフォームとして利活用できる評価の仕組みの創設等
○ 就労能力や適性の評価の仕組みの創設や一人一人の就労に向けた支援計画（就労支援プラン）の共有化を検討。

（２）就労支援人材の育成・確保
○ 専門的な支援人材について、雇用・福祉施策を跨がる統一的なカリキュラムの作成や共通の人材育成の仕組みを構築する等を検討。
○ 各就労支援機関の役割の明確化等を図りながら、障害者就労に携わる専門的な支援人材の役割等を整理。

（３）通勤や職場等における支援の充実等
○ 令和２年10月から実施する雇用施策と福祉施策の連携による新たな取組の実施状況等を踏まえながら検討。
○ 就労定着支援事業や障害者就業・生活支援センター、職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援について、それぞれの役割分担を明確化。

１ 効果的で、切れ目のない専門的支援体制の構築

（１）就労支援人材の育成・確保 ※１（２）と同じ

（２）多様な就労支援ニーズへの対応
○ 障害者雇用において業務創出・改善やテレワークの促進を図るとともに、就労支援の現場においてもテレワーク等による在宅就労も想定した支援策を検討。
○ 多様なニーズに即した在職者の訓練やオンラインによる訓練を含め、人材開発施策とも連携しながら、今後の対応策を検討。
○ 短時間雇用や雇用関係以外の働き方など、多様な働き方への対応も検討。

２．技術革新や環境変化を踏まえた多様な就労支援ニーズへの対応

（１）障害者雇用促進制度の在り方等の見直し
○ 障害者雇用率・納付金制度における就労継続支援Ａ型事業所の取扱いを検討。
○ 障害者雇用率制度の対象障害者の範囲について、精神通院医療の自立支援医療受給者証や指定難病の医療受給者証の交付者等、障害者手帳を
所持していない者に関する取扱いの検討を進めるとともに、１（１）の検討内容を踏まえ、その利活用も視野に、引き続き検討。
○ 職業リハビリテーション機関（ハローワークや地域障害者職業センター等）について、福祉施策との連携を更に進めていく中で、その役割や在り方を再確認。

（２）就労系障害福祉サービスの見直し
○ 現行の制度下で展開されている支援の枠組みの再編も視野に、就労系障害福祉サービスの在り方を再確認し、目の前の課題解決に向けた対策を検討。
○ 雇用施策との連携にとどまらず、教育・医療などの関連施策との連携や、人材開発施策との関係なども踏まえ検討。

３．雇用・福祉施策双方において現行制度が抱えている課題への対応

○ 今後、障害当事者や労使を含む雇用・福祉施策双方の関係者を交え、さらに詳細な検討を行う必要。
○ 人材開発施策や教育などの関連分野との連携や財源の問題なども含め、様々な観点から検討を深めていくことが重要。新しい在り方を考えていくことも必要。

第３ 今後について

「雇用施策担当である職業安定局（障害者雇用分科会）」と「福祉施策担当である障害保健福祉部（障害者部会）」による合同検討会の立ち上げ



第99回障害者雇用分科会（令和２年9月25日）における主な意見①

① 法定雇用率の引き上げに関する検討について
・ 計算式の結果については、企業の状況等を考慮した上で、引上げ幅・引上げ時期を検討すべき。
・ 法定雇用率の議論については、新型コロナウイルスにより先が見えない中、時期尚早ではないか。

・ 引上げによりこれまで障害者を雇用していない企業に雇用義務が生じる中で、従業員も不安があると考えられるため、ハード面・ソフト面の両面に対する支援や
カウント方法を検討すべき。

② 雇用率制度における就労継続支援A型事業所の利用者の評価について
・ 就労継続支援A型事業所をこれまで一般の企業と並列に扱ってきたことは問題であり、制度の歪み。就労継続支援A型事業所について、公の資金が入ってい
るにも関わらず一般企業としてカウントしている点は速やかに是正すべき。

③ 精神障害者に関する雇用率のカウントについて
・ 障害者間の公平性から、「重度」といった取扱いのない精神障害者のカウント方法については早急に取り組むべき。
・ 精神障害者にとって20時間以上の労働は難しいので、短時間労働者の特例を令和５年以降も続けるべき。
・ 20時間未満についても0.5カウントとすることで多くの精神障害者を雇用すべき。大企業・中小企業ともに雇用の拡大が期待できる。

④ 対象障害者の範囲について
・ コミュニケーションに困難を抱える方について、対象障害者の範囲を検討していく必要がある。
・ 障害者の範囲について、障害者手帳を受けたくないという精神障害の方もいるので、受給資格者証、医師の診断書でも認めるべき。

⑤ 中高年齢層等、長期継続雇用の評価について
・ 雇用継続に対する雇用率カウントや、事業主に対する支援等があれば、長期間の安定した雇用ができる。
・ 中高年齢層については、本人の希望により短時間になった場合は１カウントとする、介助が必要になった場合は1.5カウントにする等の検討をすべき。
・ 早くから障害者雇用に取り組んでいる企業ほど高齢化への対応が求められるので、シンプルな方法で評価すべき。

⑥ 除外率制度について
・ 除外率制度については、廃止することになってから長い期間経過しており、速やかに検討すべき。
・ 除外率については、事業主から制度維持の声があるため、維持の方向で検討すべき。

１．雇用率制度の在り方について

資料３－１



第99回障害者雇用分科会（令和２年9月25日）における主な意見②

① 中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用範囲の拡大について
・ 納付金財政に剰余金があり、中小企業において障害者を雇用するための業務が不足している等の指摘がある中、100人以下の企業を納付金の対象に含める
ことは慎重に検討すべき。
・ 200人企業規模以下の企業については、納付金を引き下げることを検討すべき。

② 大企業及び就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の在り方
・ 障害者を多数雇用している企業への調整金の支給に上限を設けることは、特例子会社の経営状況が厳しいことを踏まえ慎重に検討すべき。

③ 障害者雇用納付金財政の調整機能について
・ 納付金制度は雇用状況が進展すると逼迫するという財政上の課題があり、財政の健全化は賛成だが、赤字額に応じて調整金を減額することについては慎重に
議論を行うべき。
・ 赤字になれば調整金を減額するという考えは後ろ向き。公的資金での補充を考えるべき。
・ 納付金制度については、企業間の不公平の解消が基本にあるもの。公的資金を入れて補うことは慎重に検討すべき。

② 自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保について
・ 在宅支援は今後伸びてくるところであり、視覚障害者含め一定の支援ニーズはあるので、合理的配慮も合わせて十分な検討をすべき。
・ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、自宅での委託就業等の雇用以外の働き方についても検討すべき。

③ 障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿、地域の就労支援機関の連携の強化について
・ 多様な就労ニーズがある中で、発達障害等の判定などの議論を進めていきたい。
・ 障害者福祉報酬の改定や就労継続支援Ａ型事業所のカウント等の課題も踏まえ、今後、雇用・福祉の連携が重要。
・ 雇用と福祉の連携について、福祉の支援策を知らないまま就職している障害者もいるので、労働局・ハローワークにおいて周知することが必要。

④ 教育との連携、雇用・年金・福祉等の諸制度間の連携について
・ 障害児が増加していることを踏まえ、現状を整理の上、高校卒業後の福祉とのシームレスなマッチング支援などを検討すべき。
・ 雇用と福祉の連携について、福祉の支援策を知らないまま就職している障害者もいるので、労働局・ハローワークにおいて周知することが必要。 【再掲】

２．納付金制度の在り方について

３．その他



第99回障害者雇用分科会（令和２年9月25日）における主な意見③

⑤ 通勤支援、職場における支援の検討について
・ 職場介助等の支援の在り方については、附帯決議にもあるとおり、人的支援に関し年限の撤廃や利用の促進について検討すべき。
・ 中小企業によっては専任者もなく、助成金に係る手続きが難しいため、申請書の簡素化・事務負担の軽減をお願いしたい。

⑥ 中小企業における障害者雇用の促進について
・ 認定制度の十分な活用や効果検証が必要。

・ 認定制度に関して、優先調達の前提にすること、また団体認定なども考えるべき。

⑦ 多様な就労ニーズへの対応について
・ 技術革新や新型コロナウイルス感染症等による変化の中で、働き続けられる環境づくりが大切であり、早急な議論が必要。
・ 在宅支援は今後伸びてくるところであり、視覚障害者含め一定の支援ニーズはあるので、合理的配慮も合わせて十分な検討をすべき。 【再掲】

⑧ 差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況の把握について
・ 合理的配慮の提供状況の把握は当然だが、ジョブコーチによる支援も合理的配慮の一種。ジョブコーチの育成も併せて考えるべき。
・ 新たな生活様式により生じる課題もある。障害当事者も入れた状態で実態把握した上で、合理的配慮の早急な検討が必要ではないか。
・ 最新機器について、企業に周知・紹介する機会をつくることが必要。これらのマッチングにより合理的配慮が実現できるのではないか。

⑨ 短時間勤務制度の措置の検討について
・ 20時間未満についても0.5カウントとすることで多くの精神障害者を雇用すべき。大企業・中小企業ともに雇用の拡大が期待できる。 【再掲】

⑩ 公務部門における障害者雇用の促進について
・ 視覚障害者については、職種も重要。ヘルスキーパーの雇用は民間では進んでいるが、公務部門では少ないため、職種別の促進も検討すべき。

・ 論点のうち、１．①②⑤⑥と２．①②③を重点的に議論すべき。
・ 対象障害者の範囲の議論が重要である。
・ 「雇用の質の向上」という論点を設け、合理的配慮、雇用におけるソーシャルインクルージョンの促進、働きがいの持てる環境設定、キャリア形成の促進といったも

のを記載できないか。
・ 中小企業の状況を把握しようとする場合には、不況により雇用に熱心な企業に回答の偏りが出てくるので留意が必要。

４．上記論点以外の意見（全体の進め方等）



資料３－２ 

今後の検討に向けた論点整理（案） 

 

１．雇用率制度の在り方について 

① 法定雇用率の引上げに関する検討について 

・ 今後の雇用率見直し時において、法定雇用率を計算式の結果に基づき設定した上で、

企業の障害者雇用状況や行政の支援状況等を勘案して、障害者雇用の質を確保する観

点から必要と考えられる場合に、当該法定雇用率までの引上げを段階的に行うように

運用することとし、その場合の具体的な引上げ幅や引上げ時期について当分科会で議

論することが適当である。 

・ 計算式の分子（雇用されている障害者）における就労継続支援Ａ型事業所の雇用者

の評価や、精神障害者の短時間労働者に係る雇用率のカウント（暫定措置として１カ

ウントとして算定）の取扱い等に係る論点が挙げられている。 

 

② 雇用率制度における就労継続支援Ａ型事業所の利用者の評価について【備考：雇用福

祉連携 PT】 

・ 障害者雇用率の設定のための計算式における就労継続支援Ａ型事業所の利用者の取

扱いをどうすべきか。 

 

③ 精神障害者に関する雇用率のカウントについて【備考：JEED調査】 

・ 精神障害者については令和４年度末まで短時間労働者について１カウントとされて

いるが、この特例について令和５年度以降どのようにするか。 

・ 身体・知的障害者と異なり「重度」といった取扱いがない精神障害者について、等

級に応じて、雇用率制度におけるカウントを上積みする等は考えられるか。また、そ

の他の評価の方法はあるか。 

 

④ 対象障害者の範囲について【備考：JEED調査】 

◇ 手帳を所持しない者の取扱いについて 

・ 精神通院医療の自立支援医療受給者証や指定難病の医療受給者証の交付者等の取

扱いをどう考えるか。 

・ 手帳不所持者について、就労困難性を客観的に評価することについてどう考える

か。 

・ 諸外国の状況も踏まえ、どのように考えるか。 

◇ 短時間勤務者の取扱いについて 

・ 短時間勤務者については特例給付金制度を創設したところ、週 20 時間未満の短

時間勤務者の取扱いについて、更にどのように考えるか。 

 

⑤ 中高年齢層等、長期継続雇用の評価について 

・ 中高年齢層等の長期継続雇用されている障害者についての雇用率制度におけるカウ

ントを上積みする等は考えられるか。また、雇用率におけるカウントのほか、評価の

方法はあるか。 



・ 高齢者の活躍の促進や定着の促進、あるいは加齢による体力の低下等に応じた配慮

を行う観点も踏まえつつ、企業における中高年齢層の障害者の適切なアセスメントと

キャリア形成についてどのように考えるか。 

 

⑥ 除外率制度について【備考：JEED調査】 

・ 除外率設定業種における障害者雇用の進展状況等を踏まえ、除外率の廃止又は縮小

についてどう考えるか。 

 

 

２．納付金制度の在り方について 

① 中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用範囲の拡大について 

・ 障害者雇用調整金及び障害者納付金制度は 100人超の企業に適用されているが、こ

れを拡大すべきかどうか。 

・ 拡大する場合、範囲はどうするか。納付金の額の猶予等は必要か。中小企業におけ

る障害者の受入れ体制の整備や、支援機関等の中小企業に対する支援体制をどのよう

に考えるか。 

 

② 大企業及び就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の在り方 

・ 現行、多数の障害者を雇用している企業に上限なく調整金が支出されているが、経

済的負担を調整するという制度の趣旨の観点からどう考えるか。支給上限額等の設定

は考えられるか。 

・ 障害者雇用調整金の支給に当たっては一般企業における雇用者か就労継続支援Ａ型

事業所における雇用者かの区別はしていないが、就労継続支援Ａ型事業所の取扱いを

どう考えるか。障害福祉サービスの報酬との関係をどう考えるか。 

 

③ 障害者雇用納付金財政の調整機能について 

・ 給付金制度の財政運営の安定化に向け、障害者雇用調整金の支出についてどう考え

るか。単年度収支が赤字になった場合に赤字額の程度に応じて翌年度以降の調整金の

額を減額させる仕組み等の導入についてどう考えるか。 

 

 

３．その他 

① 雇用の質の向上について 

・ 雇用におけるソーシャルインクルージョンの促進についてどのように考えるか。 

・ 障害者が働きがいをもてる環境設定についてどのように考えるか。 

・ 合理的配慮の促進や、障害者のキャリア形成についてどのように考えるか。（再掲） 

 

② 自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 通勤等に困難を抱える障害者や、就労施設等における障害者の就業機会の確保のた

めのさらなる支援の在り方をどう考えるか。 



・ 障害者雇用率制度が直接雇用を基本としていることや、一般就労への移行を促進す

ることが重要であることを踏まえつつ、支援の方法をどのように考えるか。 

・ 一般雇用への転換を進めるとともに、通勤等に困難を抱える障害者の就業機会を確

保するため、在宅就業障害者支援制度について、施設外就労の形で業務を発注する場

合の在宅就業障害者特例調整金等の額の上乗せや、施設外就労の場合等には算定基礎

を発注額とすること、一般雇用への転換に積極的な在宅就業支援団体に対する助成措

置の創設等の見直しは考えられるか。 

 

③ 障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿、地域の就労支援機関の連携の強

化について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 就労能力や適性を客観的に評価し、可視化していく手法についてどのように考える

か。 

・ 就労支援機関の役割関係が不明確であったり、支援内容に重複感はないか。これを

踏まえ、就労支援機関の在り方や専門的な支援人材の役割をどのように整理するか。 

・ 福祉・雇用にまたがった支援を行う専門的な人材の在り方及び育成についてどう考

えるか。 

 

④ 教育との連携、雇用・年金・福祉等の諸制度間の連携について【備考：雇用福祉連携

PT】 

・ 諸制度間の連携を図り、資源を組み合わせて有効活用していくようなシームレスな

支援についてどのように考えていくか。 

・ 特別支援学校等から就労への支援の方策をどう考えるか。 

・ 高等教育段階の学生の就労支援をどのように考えるか。 

・ 在職者の能力開発やオンラインによる訓練を含め、人材開発施策との連携をどのよ

うに考えるか。 

・ 障害を有する者の勤労・就労意欲が増進し、また、減退しないことを主眼に置いた

上で、制度間の連続性をどのように確保するか。 

 

⑤ 通勤支援、職場における支援の検討について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 本年 10 月から実施する雇用施策と福祉施策の連携による新たな連携による取組の

実施状況を踏まえ、今後の重度身体障害者等に対する通勤支援や職場等の支援の在り

方についてどう考えるか。 

・ 障害の程度にかかわらず、職場介助者や手話通訳者の派遣等を含めた職場等におけ

る支援の在り方についてどのように考えるか。 

 

⑥ 中小企業における障害者雇用の促進について 

・ 認定制度を更に発展させていくための方策についてどのように考えるか。 

・ 採用段階における適切なマッチングや、環境整備に対する支援についてどのように

考えるか。 

・ 事業協同組合等算定特例のより効果的な在り方についてどのように考えるか。 



・ 中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用範囲の拡大につい

てどのように考えるか。（再掲） 

・ フルタイムの労働者を新たに雇用する分の業務量が見つからないとしている中小企

業や、実際に採用して共に働くイメージが十分につかめていない中小企業の観点から、

短時間勤務者の取扱いについてどのように考えるか。（再掲） 

 

⑦ 多様な就労ニーズへの対応について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 医療面や生活面の支援が必要な重度障害や、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、

難病のある方、高齢障害者についても就労支援ニーズが増大する中で、障害者就労を

支える人材その他資源が質・量ともに限定的であることについてどう考えるか。 

・ 障害者について、これまで就職や職場定着に重点が置かれてきたところ、中長期的

なキャリア形成のニーズが増大していることについてどう考えるか。 

・ 在宅就労・テレワーク・短時間勤務や雇用以外の働き方等の多様な働き方のニーズ

が増大していることについてどう考えるか。 

・ 技術革新の進展や新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインの就労支援・

訓練や業務創出・テレワーク等のニーズが増大していることについてどう考えるか。 

 

⑧ 差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況の把握について【備考：JEED調査】 

・ 差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況はどうなっているか。 

・ 実施状況を踏まえて更なる実施を進めるためどのような方策をとるべきか。 

 

⑨ 短時間勤務制度の措置の検討について【備考：JEED調査】 

・ 合理的配慮としての短時間勤務の措置がどのようになされており、どのような効果

をあげているか。 

・ 上記を踏まえ、短時間勤務についてどのように対応すべきか。 

 

⑩ 公務部門における障害者雇用の促進について 

・ 公務部門における障害者雇用の質を高めていく方策をどのように考えるか。 

・ 教育委員会を含む地方公共団体における障害者雇用をより一層進めていくための方

策をどのように考えるか。 

 

 

 



今後の検討のスケジュールについて（案）

● 令和２年12月頃
・ JEED「障害認定及び就労困難性の判定に係る諸外国の具体的実務状況等に関する調査研究」報告（１.④）
・ JEED「プライバシーガイドライン、障害者差別禁止指針及び合理的配慮指針に係る取組の実態把握に関する調
査研究」に係る報告（３.⑧, ３.⑨）

● 令和３年１月頃
・ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（障害者雇用調整金及び障害者雇用納付金の適用等の在り方、障害者雇用納付金財政の調整機能、障害者
雇用率制度における長期継続雇用の評価）（１.②, １.⑤, ２.①～２.③）

● 令和３年２月頃
・ 2020年度の年度目標に係る中間評価について
・ JEED「除外率制度の対象業種における障害者雇用に関する実態調査」に係る報告（１.⑥）
・ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（除外率制度に関する対応、自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保、中小企業における障害者雇用
の促進）（１.⑥, ３.②, ３.⑥）

● 令和３年３月頃
・ JEED「精神障害者である短時間労働者の雇用の実態調査～雇用率算定方法の特例が適用される労働者を中
心として～」に係る報告（１.③）
・ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（精神障害者に関する雇用率のカウント 等）（１.③ 等）

※ 上記は現時点でのイメージであり、実際の開催や内容については議論の状況等に応じて変動する。
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労働政策審議会障害者雇用分科会 委員名簿 

令和２年４月 24日現在 

（公益代表） 

◎ 阿部
あ べ

 正浩
まさひろ

 中央大学経済学部教授 

倉知
く ら ち

 延章
のぶあき

 九州産業大学人間科学部教授 

小原
こ は ら

 美紀
み き

 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授 

武石
たけいし

 惠
え

美子
み こ

 法政大学キャリアデザイン学部教授 

○ 中川
なかがわ

 正俊
まさとし

 田園調布学園大学人間福祉学部教授 

長谷川
は せ が わ

 珠子
た ま こ

 福島大学行政政策学類准教授 

（労働者代表） 

内田
う ち だ

 文子
ふ み こ

 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会中央執行委員 

岡本
おかもと

 賢治
け ん じ

 サービス・ツーリズム産業労働組合連合会会長代理 

仁平
にだいら

 章
あきら

  日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

森口
もりぐち

 勲
いさお

  全日本自動車産業労働組合総連合会副事務局長 

門
もん

﨑
ざき

 正樹
ま さ き

 全日本自治団体労働組合社会福祉局長 

（使用者代表） 

池田
い け だ

 三
み

知子
ち こ

 （一社）日本経済団体連合会労働政策本部長 

佐渡
さ ど

 康弘
やすひろ

 愛媛県ビル管理協同組合理事 

塩野
し お の

 典子
の り こ

 富士通ハーモニー（株）取締役 

高橋
たかはし

 陽子
よ う こ

 ダンウェイ（株）代表取締役社長 

山内
やまうち

 一生
か ず お

 （株）日立製作所人財統括本部人事勤労本部エンプロイリレーション部長 

（障害者代表） 

阿部
あ べ

 一彦
かずひこ

 （社福）日本身体障害者団体連合会会長 

小出
こ い で

 隆司
た か じ

 全国手をつなぐ育成会連合会副会長 

竹下
たけした

 義樹
よ し き

 （社福）日本視覚障害者団体連合会長 

眞壁
ま か べ

 博美
ひ ろ み

 （公社）全国精神保健福祉会連合会理事 

 

（分科会長＝◎、分科会長代理＝○）                     （五十音順、敬称略） 
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１．障害者介助等助成金（拡充）

※ 現行の助成金メニュー（職場介助者の配置・委嘱、手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱、障害者窓口担当者の配置）は現状維持。

助成金名 対象者 助成率 限度額
支給期間

（上限）

拡充

重度訪問介護サービス利用者等職場介助助成金

○対象障害者（重度訪問介護サービス、同行援護及び行動援

護の利用者に限る。）の業務遂行のために必要な職場介助者

（重度訪問介護サービス、同行援護又は行動援護の提供事業

者に限る。）の委嘱

・重度訪問介護サービスの利用者

・同行援護の利用者

・行動援護の利用者

※上記について、障害者雇用率制度上の

対象障害者の範囲であること。

4/5

(中小事

業主は

9/10)

・対象障害者1人につき、月13.3

万円まで（中小事業主は、月15

万円まで）

開始から年

度末まで

助 成 金 名 対象者 助成率 限 度 額
支給期間

（上限）

拡充

重度訪問介護サービス利用者等通勤援助助成金

○対象障害者（重度訪問介護サービス、同行援

護及び行動援護の利用者に限る。）の通勤を容易

にするために援助する通勤援助者（重度訪問介護

サービス、同行援護又は行動援護の提供事業者に

限る。）の委嘱

・重度訪問介護サービスの利用者

・同行援護の利用者

・行動援護の利用者

※上記について、障害者雇用率制度上の対象障害者の範囲

であること。

4/5

(中小事業

主は9/10)

・対象障害者1人につき、月

7.4万円まで（中小事業主

は、月8.4万円まで）

３月間

（～年度

末）

※ 現行の助成金メニュー（住宅・駐車場の賃借、指導員の配置、住宅手当の支払、通勤用バスの購入、通勤用バス運転従事者の委嘱、通勤援助者の委嘱、通勤用自動
車の購入）は現状維持。

２．重度障害者等通勤対策助成金（拡充）

障害者介助等助成金及び重度障害者等通勤対策助成金の拡充について

1

施行日：令和２年10月１日
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参考資料３ 

令和２年９月 29日 

2040年を展望した社会保障・働き方改革本部 

障害者雇用・福祉連携強化プロジェクトチーム 

 

障害者就労支援の更なる充実・強化に向けた主な課題と今後の検討の方向性 

（中間取りまとめ） 

 

 

○ 障害者の就労支援は、従前より、雇用施策と福祉施策の連携を進めながら対応し

てきたが、未だに十分な対応が出来ていない部分もあるとの指摘1がある。 

 また、近年、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット等の技術革新や多様な働き方の普及など、

障害者就労を取り巻く環境も大きく変化してきており、新たな支援ニーズも出てき

ている。さらに、新型コロナウイルス感染症への対応として、企業においてはオン

ラインでの採用活動やテレワークでの在宅勤務の必要性などが高まっており、こう

した新たな生活様式の定着を見据えた取組により、ウィズ・ポストコロナ時代には、

障害者就労の可能性も更に拡がりを見せることが予想される。 

 

○ これらの課題に対応し、障害者がより働きやすい社会を実現していくためには、

雇用・福祉施策の両者が共に、今抱えている課題と真摯に向き合い、現行の制度に

とらわれず、一つひとつ解決の糸口を探っていくことが必要となる。 

 

○ このため、当プロジェクトチームにおいては、昨年７月から、中長期的な視野に

立ち、障害者就労支援の更なる充実・強化に向けた主な課題を整理するとともに、

今後の検討に必要な論点を議論してきたところである。 

今般、プロジェクトチームでの検討開始より概ね１年が経過し、一定の整理がで

きたことから、以下のとおり、当プロジェクトチームにおける主な検討の状況等を

中間的に取りまとめた。  

                                                      

1 「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（令和元年５月 10 日衆議院

厚生労働委員会）及び「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（令

和元年６月６日参議院厚生労働委員会）において、「労使、障害者団体等が参画して、雇用施策と福祉施策の

一体的展開の推進を審議できる体制を速やかに整備し、制度の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援

等がないために継続して働くことができない等の障害者の置かれた現状を解消するため、通勤に係る障害者へ

の継続的な支援や、職場等における支援の在り方等の検討を開始すること」等とされている。 



2 

 

第１ 基本的な現状認識と今後の検討の方向性 

１ 障害者就労支援施策の沿革 

○ 「就労支援」は、障害者がその適性に応じて能力を十分に発揮し、地域で自立し

た生活を実現するための重要な柱のひとつである。 
 

○ このため、遡れば、旧労働省と旧厚生省に分かれていた頃から雇用・福祉施策双

方において、必要な調整のもと、それぞれの政策目的に沿った取組を進めてきた。 

一方で、平成 13 年に厚生労働省が発足してからも両者の隔たりを指摘する声2が

少なくなかった。 
 

○ その状況を打開するため、平成 18年に、「就労支援」を柱のひとつとした障害者

自立支援法（現・障害者総合支援法）3が施行されて以降、 

・ 雇用施策においては、従来通り、障害者雇用率制度と障害者雇用納付金制度を

基軸に、障害者本人への職業リハビリテーションの提供機関として公共職業安定

所（以下「ハローワーク」という。）、地域障害者職業センター、障害者就業・生

活支援センターが支援を提供するとともに、 

・ 福祉施策においては、就労系障害福祉サービスとして、就労移行支援、就労継

続支援（Ａ型・Ｂ型）、就労定着支援（平成 30年４月から新設）により、福祉か

ら一般就労に向けた訓練等の支援を提供する 

という大きな体系のもと、障害者の就労支援を展開している。 
 

○ 両者ともに時勢に応じた制度改正を経て、近年、障害者雇用は着実に進展し、同

様に「福祉から雇用」への流れも進展している4。 

併せて、障害者就労を支える体制も、障害者本人の「働きたい5」、「自分に合った

仕事を見つけたい」、「より多くの収入を得て地域で自立した生活を送りたい」とい

った希望や企業等からの支援ニーズに応じ、それぞれで着実に充実・強化してきた。 

 

                                                      
2 「今後の障害保健福祉施策について（中間的な取りまとめ）」（平成 16 年社会保障審議会障害者部会）において、

「（中略）福祉・就労の間のつながりが十分ではなく、それらを含めた連携と協力関係の確立が重要である。

このため、障害者福祉関係法と障害者雇用関係法の相互の関連性を明確にする必要がある」等とされている。 

3 平成 18 年には、雇用施策においても、精神障害者に対する雇用率制度の適用や在宅就業障害者支援制度の創

設等を内容とする改正障害者雇用促進法を施行している。 

4 企業における雇用障害者数は令和元年６月１日時点で 56.1 万人に上っており、ハローワークや障害者就業・生

活支援センターにおける障害者の年間就職件数も令和元年度にそれぞれ 103,163 件、17,072 件に上っている。

また、就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、毎年増加しており、平成 30 年度では約２万人

（19,963 人）の障害者が一般企業へ就職している。 

5 直近５年間でハローワークの新規求職申込件数（平成 26 年度 179,222 件⇒令和元年度 223,229 件（＋24.6％

増））や就労移行支援事業所の利用者数（平成 26 年度 28,737 件⇒令和元年度 34,160 件（＋18.9％増））が２

割近く増加しているほか、特別支援学校からの就職者数も着実に増加（平成 26 年３月卒 5,557 人⇒平成 31 年

３月卒 7,019 件（＋26.3％増））している。 
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２ 基本的な現状認識 

○ 上記の沿革を経て、双方に進展している障害者の就労支援であるが、その一方で、

昨今、以下のとおり、雇用・福祉施策の双方で整理・解決していくべき課題等も顕

在化してきている。 
 

【雇用施策と福祉施策の制度が縦割りになっていること等による課題】 

・ 障害者本人の就労能力や適性を客観的に評価し、可視化していく一般的な手法

や、ノウハウ、仕組みが確立されていないため、必要な支援等を障害者本人や関

係者が考えていく際に参考となる共通の判断基準等がない。このため、雇用・福

祉施策における支援の利用に当たっての判断は現場に任せられている実態があ

り、雇用・福祉の両制度を通じて、必要な支援等についての視点や基準が共有さ

れていないことから、障害者本人を中心としたシームレスな就労支援が提供でき

ていない。 

・ 医療面や生活面の支援が必要な重度障害や、精神障害、発達障害、高次脳機能

障害、難病のある方、高齢障害者についても就労支援ニーズが増大する中で、雇

用・福祉施策双方において、障害者本人の能力・適性等に応じた支援や雇用管理

に関する事業主支援等のノウハウを十分に蓄積し、広く展開する取組6が更に求め

られている。一方、障害者就労を支える人材その他資源については、両者におい

て、質・量ともに限られている状況7にある。 

・ 職場での介助や通勤の支援などのように、雇用施策と福祉施策との間に「制度

の谷間」が生じ、十分な対応が出来ていない部分がある一方で、例えば、定着支

援において、障害者就業・生活支援センターと就労定着支援の関係のように、支

援施策間の役割関係の不明確さや支援内容の重複感の指摘を受ける部分もある。 

・ 国の機関であるハローワークを中心に支援を展開する雇用施策と、市町村を中

心に支援を展開する福祉施策とでは、制度の成り立ちや行政の仕組み、財源等が

どうしても異なることから、運用が縦割りになりやすい。 
 

【就労支援ニーズの増大に対応する必要が生じてきた課題】 

・ 医療面又は生活面の支援が必要な重度障害や、精神障害、発達障害、高次脳機

能障害、難病のある方、高齢障害者についても就労支援ニーズが増大する中で、

雇用・福祉施策双方において、障害者本人の能力・適性等に応じた支援や雇用管

                                                      
6 障害者職業総合センターや地域障害者職業センター（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）では、

就労支援の経験年数に応じたステップアップ方式による医療・福祉等の関係機関の就業支援担当者に対する専

門的な研修を展開しており、更なる取組が求められる。 

7 令和 3 年度障害福祉サービス等報酬改定検討チームでの団体ヒアリング（令和２年７～８月）において、「経験

がほとんどない従事者を採用するケースが多数見られ、支援スキル不足から一般就労につながらないケースも

少なくない」「就労支援を学ぶ機会が少なくなってきており、福祉と労働の双方を横断的に人材育成の検討が

必要」など、複数団体から就労支援ノウハウの不足や人材育成の課題が指摘されている。 
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理に関する事業主支援等のノウハウを十分に蓄積し、広く展開する取組が更に求

められている。一方、障害者就労を支える人材その他資源については、両者にお

いて、質・量ともに限られている状況にある。（再掲） 

・ 障害者について、これまで就職や職場定着に重点が置かれてきたところ、中長

期的なキャリア形成のニーズが増大している。 

・ 在宅就労・テレワーク・短時間勤務や雇用以外の働き方等の多様な働き方のニ

ーズが増大している8。 

・ ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット等の技術革新の進展に加え、新型コロナウイルス感染

症の影響により、オンラインの就労支援・訓練や業務創出・テレワーク等のニー

ズが増大しており、こうした新たな生活様式の定着を見据えた取組により、ウィ

ズ・ポストコロナ時代には、障害者就労の可能性が更に拡大することが予想され

る。 
 

【現行制度が抱えている課題】 
 
＜雇用施策に内在している課題＞ 

・ 障害者雇用施策は、障害者雇用率制度と障害者雇用納付金制度を中心に展開さ

れてきたが、この仕組みの下では、障害者雇用情勢が進展を続ける場合には、納

付金を納付する企業が減少し調整金の支給を受ける企業が増えることから、基本

的には、法定雇用率が引き上げられる等の制度的要因が生じない限り、納付金財

政は逼迫していくという課題があるとの指摘もある。また、大企業や就労継続支

援 A型事業所等で障害者を多数雇用しており、かつ障害者雇用調整金が上限なく

支給されているようなケースにおいては、企業同士の社会連帯に基づく範囲を超

えて、負担の調整を受けているのではないかとの指摘もある。 

・ その他、障害者雇用率制度と障害者雇用納付金制度については、対象障害者の

範囲や在宅就業障害者支援制度等について、福祉施策との連携を進めながら検討

する必要がある。 
 
＜福祉施策に内在している課題＞ 

 ・ 一般就労への移行を役割としている就労移行支援9について、移行実績が未だ低

調な就労移行支援事業所が一定数存在する。 

・ 障害者が利用者であると同時に労働者でもある就労継続支援Ａ型10について、

                                                      
8 雇用以外の働き方に関する支援実態について、多くの自治体の声として多様な働き方の支援のノウハウがな

い、支援体制が整っていないといった声が多かった（令和元年度厚生労働省障害福祉課調べ） 

9 就労移行支援から「一般就労への移行」は着実に増加しているが、未だ実績が低調な事業所も存在する。今

後、具体的な支援内容と実績との関係性など、支援の質について実態把握が必要である。 

10 昨今、経営悪化を理由に廃業し、障害者を大量に解雇した就労継続支援Ａ型が一部の地域で相次いだ事案が社

会問題となった。また、就労継続支援Ａ型事業所から一般就労への移行が円滑に行われていないとの声も聞こ

える。制度創設当初に、一般就労に向けた訓練として想定していた役割や目的が果たされているのか等につい

て改めて整理が必要である。 
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労働の対価として最低賃金を支払えるだけの収益を上げられる生産活動が行わ

れておらず、経営改善が必要な事業所が全体の約７割に上る。 

・ 様々な障害のある方たちの福祉的な就労の場となっている就労継続支援Ｂ型11

について、利用者の障害特性や利用ニーズが多様化している実態があり、全国の

平均工賃月額は未だ１万６千円程度ではあるものの、事業所内で工賃向上の取組

に馴染まない利用者も増えていると指摘されている12。 

 

３ 今後の検討の方向性 

○ 上記の課題を踏まえ、障害者就労支援を今後更に進展させていくために、 

・ 障害者本人の希望や能力・適性を的確に把握し、本人を中心としたシームレス

な就労支援を実現していくため、従来の制度の枠組みにとらわれず、雇用施策と

福祉施策の両者が共通して利活用できる新たな仕組みを検討するなど、両者の一

体的展開を推進し、効果的で、切れ目ない専門的支援体制を構築すること 

・ 障害者が安心して働き続けられるような環境を整備していくため、両者が一丸

となった就労支援に係る専門人材の育成・確保を推進するとともに、障害種別や

程度にかかわらず、多様な働き方を支えるための支援を検討するなど、障害者本

人や企業等からの新たな支援ニーズに対応すること 

などが必要となる。 

また、これらを念頭に置きつつ、雇用・福祉施策双方において現行制度が抱えて

いる課題についても、その在り方を再確認・再整理し、解消を目指した検討を進め

ていかなくてはならない。 

 

○ さらに、今後の検討を進めていくに当たっては、例えば、次の視点も加味し、そ

の現状に的確に対応していく方策も併せて検討していくことが求められる。 

・ 医療面や生活面の支援が必要な重度障害や、精神障害、発達障害、高次脳機能

障害、難病のある方、高齢障害者の就労支援ニーズの増大 

・ キャリア形成のニーズの増大 

・ 在宅就労・テレワーク・短時間勤務や雇用以外の働き方等の多様な働き方のニ

ーズの増大 

・ ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット等の技術革新の進展 

・ ウィズ・ポストコロナ時代における新たな生活様式の定着 

                                                      
11 現在、訓練・就労の場として、継続的な工賃向上を目指す一方で、地域における多様な社会参加・就労ニーズ

を受け止めている状況にある。制度創設当初に想定していた役割や目的に照らし、改めてその役割等の整理が

必要である。 

12 令和 3 年度障害福祉サービス等報酬改定検討チームでの団体ヒアリング（令和２年７～８月）において、高工

賃を達成した事業所を評価すべきという声がある一方、障害特性等で利用日数や作業時間が短くなる方を多く

受け入れている事業所もあるといった意見があった。 
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○ 以上を念頭に、次の３つの柱で、今後の検討に必要な論点に係る現時点の検討状

況を整理した。第２においては、この柱に沿って、それぞれ今後の検討に当たって

の論点の方向性を大まかに整理する。 

 
 
１．効果的で、切れ目のない専門的支援体制の構築 

（１）共通のプラットフォームとして利活用できる評価の仕組みの創設等 

（２）就労支援人材の育成・確保 

 （３）通勤や職場等における支援の充実等 
  
２．技術革新や環境変化を踏まえた多様な就労支援ニーズへの対応 

（１）就労支援人材の育成・確保（１．(２)と同じ） 

（２）多様な就労支援ニーズへの対応 
  
３．雇用・福祉施策双方において現行制度が抱えている課題への対応 

（１）障害者雇用促進制度の在り方等の見直し 

（２）就労系障害福祉サービスの見直し  
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第２ 障害者の就労支援に関する当面の方向 

１．効果的で、切れ目のない専門的支援体制の構築 

（１）共通のプラットフォームとして利活用できる評価の仕組みの創設等 

  雇用・福祉施策の双方において支援体制が充実してきた一方、障害者が地域の、

どの支援機関を利用することが適切であるかということについて、共通の判断基準

や統一的な評価をもって、障害者本人や家族、教育関係者等に助言できるだけの体

制が、質・量ともに十分とはいえない現状にある13。このため、雇用・福祉の両制度

を通じ、障害者本人の能力等に応じて適切な支援に繋げられていない面があり14、

本人を中心としたシームレスな就労支援が提供できていないことが課題となって

いる。 

  そこで、障害者本人とともに、一人ひとりの就労困難性や支援の必要性等を客観

的に可視化し15、その内容を踏まえ、 

・ 障害者本人が働く場や働き方を主体的に選択するとともに、 

・ 雇用の場であれ、福祉の場であれ、ライフステージに応じて必要とされる就労

支援が提供される 

ような、雇用・福祉施策の双方において利活用できる共通のプラットフォームとし

ての就労能力や適性の評価の仕組みの創設や一人一人の就労に向けた支援計画（就

労支援プラン）の共有化を検討してみてはどうか。 

  また、その際、更なる展望として、例えば、教育施策等の関連分野との連携も合

わせて検討していく必要があるのではないか。 

  さらに、この仕組み等を適正に運用していくためには、その前提として、判断基

準や評価の標準化・一般化はもとより、高い専門性を有する実施体制の確保が求め

られるのではないか。このため、実施体制の確保については、後述する「（２）就労

支援人材の育成・確保」の中、併せて検討する必要があるのではないか。 

 

（２）就労支援人材の育成・確保 

障害者の就労支援に携わる専門的な支援人材については、近年の障害者雇用の進

展や精神・発達障害者の雇用の著しい増加、重度障害者や高齢障害者の支援ニーズ

の増大等により、求められる役割・スキルが徐々に変化してきている。また、障害

者の就労支援の質の向上を図るためには、障害者本人の能力・適性等に応じた支援

や雇用管理に関する事業主支援等のノウハウの確立とともに、これらのノウハウを

                                                      
13 現在、障害者就労分野におけるアセスメントとして、地域障害者職業センターにおける職業評価に基づく相

談・援助があり、専門性に裏付けられた、その相談・援助に対する対外的な評価は高いものの、都道府県単位

に約１カ所の拠点であることから、身近な支援として利用できる体制とは言い難い。 

14 「障害者等が最初に相談したところが、市町村や福祉事業所であれば就労系障害福祉サービスに行き、ハロー

ワークであれば障害者雇用企業に就職する」といった声も聞かれる。 

15 現時点において、雇用・福祉施策双方において十分に活用できる統一的な評価手法などは存在しない。 
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駆使できる人材の育成・確保が急務となっている。さらに、これらのノウハウにつ

いては、雇用・福祉施策の双方で大半が共通しているものであり、また、実際の就

労支援に携わる人材にとっては、雇用・福祉施策のどちらに携わるかに関わらず、

専門性の一つとして雇用・福祉施策の双方に係る知識等を身に着けておくべきもの

でもある。 

  このため、障害者就労に携わる専門的な支援人材について、将来的にはスキルの

構造化・体系化を図り、一定のステータスとしてキャリアパスを確立することも念

頭に、雇用・福祉施策を跨がる横断的なものとして、求められる役割・スキルの変

化に対応した統一的なカリキュラムの作成や共通の人材育成の仕組みの構築等を

検討する必要があるのではないか16。 

  また、各就労支援機関の役割の明確化等を図りながら、障害者就労に携わる専門

的な支援人材の役割等を整理17する必要があるのではないか。 

  さらに、先述した「（１）共通のプラットフォームとして利活用できる評価の仕組

みの創設等」の実施体制の確保についても、「就労支援人材の育成・確保」の中で併

せて検討する必要があるのではないか。 

  なお、地域における就労支援の広がりの中で、その高度な専門性とノウハウの蓄

積を活かした業務の展開を図ることが重要であることから、地域障害者職業センタ

ーの役割として、地域において就労支援を担う専門的な人材の育成及び地域の支援

機関に対する助言・援助を一層充実することを目指していく必要があるのではない

か。 

 

（３）通勤や職場等における支援の充実等 

障害者が希望や能力・適性に応じて生き生きと活躍できる社会に近づけていくた

め、雇用・福祉施策において対応が不十分であり「制度の谷間」18となっている通勤

や職場等における支援について、早期に検討を進め、対応策を講じる必要があるの

ではないか。 

このため、令和２年度において、意欲的な企業や自治体を支援するため、 

                                                      
16 統一的なカリキュラムの作成等の検討に当たっては、現在、障害者職業総合センターや地域障害者職業センタ

ーで実施されている専門研修の内容や体系などを参考することが想定される。 

17  現在、企業における障害者雇用推進者や障害者職業生活相談員、障害者就業・生活支援センターにおける就

業支援担当者や生活支援員、就労移行支援事業所における就労支援員その他就労系障害福祉サービスにおける

サービス管理責任者、職場適応援助者（ジョブコーチ）等、障害者就労を支える多様な人材が存在している。

また、過去に「障害者の一般就労を支える人材の育成のあり方に関する研究会報告書」（平成 21 年３月）（厚

生労働省職業安定局）において一定の整理はしている。 

18 現行制度上、障害福祉サービス（訪問系サービス）は、通勤、営業活動等の経済活動に対する支援は対象外と

されている。障害者雇用促進法に基づく納付金関係業務として、雇用管理のために必要な職場介助者や通勤を

容易にするための通勤援助者の委嘱等を行う事業主に対して助成金を支給しているが、支給期間が設定されて

いる。 
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・ 雇用施策として、障害者雇用納付金助成金の拡充を図るとともに、 

・ 福祉施策として、自治体における地域生活支援事業を活用する取組を事業化し、 

両者が連携した新たな取組を創設したところである。 

また、今後も引き続き、本年 10 月から実施する雇用施策と福祉施策の連携によ

る新たな取組の実施状況等を踏まえながら検討を重ねていくこととする。 

一方、地域における定着支援については、平成 30 年４月から障害福祉サービス

として就労定着支援事業が創設されたことも相まって、雇用・福祉施策における支

援内容に重複が見られる部分である。 

障害者雇用の進展とともに、定着支援の重要性・必要性が一層高まっていること

からも、その支援体制の整理・確保に向け、就労定着支援事業や障害者就業・生活

支援センター、職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援については、それぞれ

の役割分担を明確化してはどうか。特に、雇用・福祉施策の両方の性格を持つ障害

者就業・生活支援センターについては、その役割や期待が広がり続けている現状を

受け、支援内容を重点化することなども検討する必要があるのではないか。 

 

２．技術革新や環境変化を踏まえた多様な就労支援ニーズへの対応 

（１）就労支援人材の育成・確保（１．（２）と同じ） 

  障害者の就労支援に携わる専門的な支援人材については、技術革新や環境変化を

踏まえた多様な就労支援ニーズへの対応といった観点からも、１．（２）において述

べた内容のとおり、その育成・確保を図っていく必要があるのではないか。 

 

（２）多様な就労支援ニーズへの対応 

ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット等の技術革新に加え、新型コロナウイルス感染症への対

応への対応として、企業においてオンラインでの採用活動の導入やテレワーク実施

の機運も高まっている。その一方で、就労支援の現場に目を向けると、通勤を想定

した通所・対面での支援を基本としているところが少なくない19。 

このため、技術革新や環境変化を踏まえ、障害者の職務選定や雇用管理の在り方

を研究し、障害者雇用の現場において業務の創出・改善やテレワークの促進を図る

とともに、就労支援の現場においても、障害者本人の希望や障害特性も踏まえ、通

勤だけでなく、テレワーク等による在宅就労も想定した支援の促進策を検討する必

要があるのではないか。 

また、障害者について、これまで雇入れと職場定着支援に重点が置かれてきたと

ころであるが、中長期的なキャリア形成のニーズがますます高まっているため、多

                                                      
19 実際、今般、新型コロナウイルス感染症への対応として、就労系障害福祉サービスにおいて在宅での支援が必

要となった際、「どのように支援すればよいか分からない。ノウハウがない。」「在宅では支援ができない」と

いった声も多く聞かれた。また、自治体においても、原則通所での支援を想定していることから、通所（外

出）が出来る障害者については、在宅での就労系障害福祉サービスの利用を認めていないところもある。 
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様なニーズに即した在職者の訓練やオンラインによる訓練を含め、人材開発施策と

も連携しながら、今後の対応策を検討していく必要があるのではないか。 

さらに、現在、障害者雇用率制度においては一定の労働時間以上の直接雇用を基

本20としており、また、福祉施策21においても、雇用施策と連動し、就労系障害福祉

サービスからの出口として雇用関係のある働き方を促進（「一般就労への移行促進」）

している。一方、障害の状況によっては、現在の障害者雇用率制度や就労系障害福

祉サービスが評価している働き方が直ちに馴染まないという人も少なくない。 

今後、障害種別や程度にかかわらず、本人の希望と障害特性に応じた、障害者が

より働きやすい社会を実現していくためには、障害者の就労支援の意義や目的を改

めて確認し、従来の働き方にとらわれず、短時間雇用や雇用関係以外の働き方など、

多様な働き方への対応も検討する必要があるのではないか。 

なお、障害者の多様な働き方に対する支援のひとつとして、従来から就労系障害

福祉サービスとして展開している就労継続支援Ｂ型事業については、後述のとおり、

その役割を再整理していく必要があるのではないか。 

 

３．雇用・福祉施策双方において現行制度が抱えている課題への対応 

（１）障害者雇用促進制度の在り方等の見直し 

「今後の障害者雇用施策の充実強化について」（平成 31 年２月 13 日労働政策審

議会障害者雇用分科会意見書。以下「意見書」という。）において、障害者雇用率

制度等における「就労継続支援Ａ型事業所の雇用者の評価」や「対象障害者の範囲
22」などについては、「雇用施策と福祉施策の連携を進めながら、引き続き検討する

ことが適当」とされている。 

このため、意見書にあるとおり、障害者雇用率・納付金制度の在り方について引

き続き検討を重ね、例えば、障害者雇用率制度の計算式の分子における就労継続支

援Ａ型事業所の利用者の取扱いや障害者雇用調整金における就労継続支援Ａ型事

業所に関する取扱い23については、就労継続支援Ａ型事業所の今後の在り方の見直

                                                      
20 雇用施策においても雇用以外の働き方を支える在宅就業障害者支援制度があるものの、当該制度はあくまでも

一般就労への移行制度として設けられているものである。また、当該制度については、現行の実績が低調であ

り、民間企業等からの発注促進策について検討すべき旨の指摘がある。 

21 福祉施策では、就労継続支援Ｂ型事業において雇用関係のない働き方を支援している。また、国・地方公共団

体等は障害者優先調達推進法に基づき就労継続支援Ｂ型事業所等に対して物品等の優先調達に努めることとさ

れている。この、いわゆる優先調達については、各機関における取組にバラツキがあることが課題となってい

る。 

22 障害者雇用率制度の対象障害者の範囲について、現行では、原則として障害者手帳等の所持者に限定されてい

るが、今後は障害者手帳所持者以外も含めるかどうかが検討課題となっている。 

23 障害者雇用率の計算式の分子（雇用されている障害者）において、現行では就労継続支援Ａ型事業所の雇用者

も含めているが、今後は除くかどうかが検討課題になっている。また、障害者雇用調整金の支給において、現

行では、一般企業における雇用者か就労継続支援Ａ型事業所における雇用者かの区別をしていないが、就労継

続支援Ａ型事業所に関する今後の取扱いが検討課題となっている。 
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し状況を踏まえた検討をしていく必要があるのではないか。また、障害者雇用率制

度の対象障害者の範囲については、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

における調査研究の成果等を活かしながら、精神通院医療の自立支援医療受給者証

や指定難病の医療受給者証の交付者等、障害者手帳を所持していない者に関する取

扱いの検討を進めるとともに、上記１（１）にある「共通のプラットフォームとし

て利活用できる評価の仕組みの創設」の検討内容を踏まえ、その利活用も視野に、

引き続き検討していく必要があるのではないか。 

また、雇用施策における職業リハビリテーション機関（ハローワークや地域障害

者職業センター等）については、地域の就労支援を進めていく上で引き続き重要な

役目を担っている。このため、福祉施策との連携を更に進めていく中で、その役割

や在り方を再確認することも必要ではないか。 

例えば、 

・ ハローワーク24について、今後も就労支援の中核的な役割を果たすとともに、

積極的なマッチングの実現に資するよう、関係機関と連携したチーム支援等の事

業主向け支援を強化することを検討する必要があるのではないか。 

・ 地域障害者職業センター25について、これまで以上に、地域において就労支援を

担う専門的な人材の育成及び地域の支援機関に対する助言・援助を通じて、地域

の就労支援力の底上げを図ることを検討する必要があるのではないか。 

 

（２）就労系障害福祉サービスの見直し 

 福祉施策として展開している就労系障害福祉サービスについては、先に挙げたと

おり、支援の質の担保など、多くの課題を抱えている。 

平成 30 年４月から改定した障害福祉サービス等報酬において、その解消に向け

た対策26を講じたところではあるものの、雇用・福祉施策双方において効果的な就

労支援を展開していくためには、就労系障害福祉サービスと他の就労支援機関の役

割関係を明確化するなど、現行の制度下で展開されている支援の枠組みの再編も視

野に、その在り方を再確認し、目の前の課題解決に向けた対策を実施していく必要

があるのではないか。 

例えば、 

・ 就労移行支援について、一定水準以上の支援の質が担保されるよう、雇用施策

                                                      
24 近年、企業向けチーム支援等による事業主向け支援及び障害特性に応じた専門家の配置等による障害者向け支

援を広く強化してきたが、今後も高まる障害者・事業主の支援ニーズを踏まえ、支援の重点化の検討が必要で

ある。 

25 就労困難性の高い精神障害者・発達障害者・高次脳機能障害者等に対する専門的支援、雇用管理等に苦労する

事業主に対する支援、就労支援機関に対する研修・援助等を広く強化してきたが、今後も高まる障害者・事業

主の支援ニーズを踏まえ、支援の重点化の検討が必要である。 

26 平成 30 年４月からの障害福祉サービス等報酬改定において、就労移行支援事業については一般就労への定着

実績に応じた報酬体系にするなど、各事業所の実績によりメリハリをきかせた報酬体系としている。 
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における支援を参考に、その支援内容を整理する必要があるのではないか。 

・ 就労継続支援Ａ型については、その役割や目的について、一般就労への移行を

更に促進する観点や雇用施策との関係などを踏まえ、整理する必要があるのでは

ないか。地域における多様な就労・社会参加ニーズに対応している就労継続支援

Ｂ型についても、その役割を再整理する必要があるのではないか。 

  また、これらの検討に当たっては、雇用施策との連携にとどまらず、教育・医療

などの関連施策との連携や、人材開発施策との関係なども踏まえ、検討を重ねてい

く必要があるのではないか。 
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第３ 今後について 

 

○ この「中間取りまとめ」において概ね整理した事項については、今後、障害当事

者や労使を含む雇用・福祉施策双方の関係者を交え、さらに詳細な検討を行う必要

がある。 

 

○ 検討に当たっては、今日まで進展してきた障害者の就労支援が後退することなく、

更なる進化を遂げることができるよう、人材開発施策や教育などの関連分野との連

携や財源の問題なども含め、様々な観点から検討を深めていくことが重要である。 

 

○ 例えば、関連分野との連携についても、雇用・福祉施策との関係同様、本人を中

心としたシームレスな対応が出来る部分はないか、また財源の問題についても、雇

用・福祉施策双方の枠組みのほか、今般プロジェクトチームで検討を重ねて本年 10

月から実施する通勤や職場等における支援の新たな取組のように、両者を組み合わ

せて対応すべき部分はないかなど、この「中間取りまとめ」で示した「今後の検討

の方向性」も参考にしつつ、関係者とともに、新しい在り方を考えていくことも必

要である。 

 

○ 当プロジェクトチームについても、引き続き、障害者就労支援の更なる充実・強

化に向けて解決すべき課題などについて、幅広に議論を重ねる予定である。 

 

 

 

以上 

 


